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研究成果の概要（和文）：成年後見制度が抱えている問題点について、比較法的観点から具体的

に検討してきた。その中でも、成年被後見人の選挙権剥奪問題については、集中的に研究を行

い、『成年後見制度と障害者権利条約』（三省堂、２０１２年）にその成果を発表し、２０１３

年３月の東京地裁判決にも少なからず影響を与えることが出来た。その結果、公職選挙法１１

条１項１号は削除される見通しである。なお、成年後見人の医療同意権についても研究を進め

た。

研究成果の概要（英文）：We have assiduously studied the problems of the Japanese Adult
Guardianship Law from a comparative-law perspective and especially concentrated our
efforts on the study of the problem of the disqualification of the ward from voting.

As the achievement of the study, we have published “THE ADULT GUARDIANSHIP
AND CONVENTION ON THE RIGHTS OF PERSONS WITH DISABILITIES” (Sanseido
Publg. Co. 2012) and the book has had enormous influence on the March 14, 2013 decision
of the Tokyo District Court. As a result of the decision, form the voting disqualification list
of the Paragraph 1 of Section11 of the Public Office Election Law, the ward is to be deleted.
We have also studied whether the adult guardian should have the right to consent to the
medical treatment of the ward.

交付決定額
（金額単位：円）

直接経費 間接経費 合 計

２０１０年度 1,600,000 480,000 2,080,000

２０１１年度 800,000 240,000 1,040,000

２０１２年度 900,000 270,000 1,170,000

年度

年度

総 計 3,300,000 990,000 4,290,000

研究分野：民事法学

科研費の分科・細目：法学・民事法学

キーワード：成年後見、成年後見の改正提言、障害者権利条約、オーストリアの代弁人法、ド

イツの世話法、成年後見人の法定代理、意思決定のサポートシステム

１．研究開始当初の背景
新しい成年後見制度が発足して１０年目

を迎えるにあたって、当該制度の有する問題
点を洗い出して、その解決策を提言すること

機関番号：３２６８９

研究種目：基盤研究（C）

研究期間：2010 ～ 2012

課題番号：22530092

研究課題名（和文） 成年後見法制の比較法的検討と日本法への改正提言

研究課題名（英文） The Analysis of the Adult Guardianship Laws from a Comparative-Law

Perspective and the Recommendations for the Japanese Law Reform

研究代表者

田山 輝明 （TAYAMA TERUAKI）

早稲田大学・法学学術院・教授

研究者番号：30063762



を考えた。関係者やその団体がそれぞれの立
場で、問題提起をし始めていたが、我々も研
究者、特に比較法的研究者の立場で同様の課
題に取り組んだ。その背景には、新制度を利
用する側が提起していた様々な問題点が存
在していた。選挙権の問題や医療同意権の問
題などである。直接的かつ明示的ではなかっ
たが、差別禁止法案や障害者権利条約の批准
の問題も重要な背景であった。既に国内の障
害者団体は具体的な問題提起を行っていた。

２．研究の目的
日本の成年後見制度に類似したものを有

する国においては、類似の問題点が発生して
いるであろうとの前提に立って、問題点の比
較法的検討を行うこととした。障害者権利条
約の批准問題は、当時の日本にとっては、現
在ほど深刻な課題ではなかったが、同条約を
既に批准しているヨーロッパ諸国の状況は
批准問題を抱えている日本にとっては参考
になる多くの素材を提供してくれるであろ
うと考えた。そのため、主として、ドイツ、
オーストリア、フランス、イギリス（以上、
ＥＵ）、アメリカ、等の制度について比較研
究を行った。アメリカ法は、成年後見に関す
る連邦統一法はあるものの、内容はさまざま
であるので、類型化したうえでの州別の研究
になった。

３．研究の方法
文献やインターネットによる研究の他に、

現地の研究者（ドイツ・ゲッチンゲン大学、
フォルカー・リップ教授、オーストリア・イ
ンスブルック大学、ミヒャエル・ガナー准教
授）を招請し、講演会・シンポジューム形式
で問題点の分析を行った。選挙権の問題につ
いては、オーストリアの経験、すなわち、成
年被後見人の選挙権を剥奪することは憲法
違反であるとの判決（１９８０年代）、の紹
介は重要な意味を持った。
日本の成年被後見人が抱える問題点につ

いては、訴訟の弁護団からその主張を聞くこ
とによって問題点を正確に把握することが
できた。具体的な結果は、公職選挙法１１条
１項１号の削除提案に至った。医療同意権の
問題、特に成年後見人の医療同意権の問題は、
今後とも議論を重ねなければならないが、既
に検討を開始し、外国情報の収集と類型化を
行っている。

４．研究成果
中心的なグル―プ研究の成果は以下の通

りである。
出版物として取りまとめた成果は、『成年

後見制度と障害者権利条約――東西諸国に
おける成年後見制度の課題と動向』（三省堂、
２０１２年１０月）である。その目次を掲げ

て、内容紹介に代えたい。

第１編 東西諸国における成年後見制度の
動向

第１章 憲法と成年者の保護 フォルカ
ー・リップ（ドイツ・ゲッチンゲン大学教
授） 田山輝明訳
第２章 オーストリア代弁人法――
発展およびクリアリング―― ミヒャエ
ル・ガナー（オーストリア・インスブルッ
ク大学准教授） 青木仁美訳
第３章 オーストリア法による代弁人へ
の処分委託証書、老齢配慮代理権、近親者
の代理権限及び患者配慮処分 ミヒャエ
ル・ガナー（オーストリア・インスブルッ
ク大学准教授） 青木仁美訳
第４章 韓国民法の成年後見制度 李
銀栄 （韓国外国語大学校法学専門大学院
教授）
資料：韓国新成年後見法 李 聲杓

（東北文化学園大学准教授）
第５章 台湾における成年後見制度の改
正について 林 秀雄 （台湾輔仁大学
教授）
資料：台湾民法等
第６章 ワークショップ：成年後見制度の
課題

第２編 障害者権利条約と成年後見制度
第１章 障害者権利条約と世話法 フ
ォルカー・リップ（ドイツ・ゲッチンゲン
大学教授） 田山輝明訳
第２章 障害者権利条約がオーストリア
の代弁人法に及ぼす影響 ミヒャエ
ル・ガナー（オーストリア・インスブルッ
ク大学准教授） 青木仁美訳
第３章 成年者の保護、法定代理と国連の
障害者権利条約 フォルカー・リップ
（ドイツ・ゲッチンゲン大学教授） 田山
輝明訳
第４章 障害者権利条約と成年後見制度
に関するまとめ（田山）

第３編 成年被後見人の選挙権
第１章 オーストリア法における被代弁
人の選挙権 青木仁美
第２章 ドイツにおける被世話人の選挙
権 片山 英一郎
第３章 フランス法における成年被後見
人の選挙権 山城 一真
第４章 イギリス法における精神障害者
の投票権 橋本 有生
第５章 欧州人権裁判所における成年被
後見人の選挙権剥奪に関する判決 足
立 祐一
第６章 スイスにおける被後見人の選挙
権 梶谷 康久



第７章 アメリカ合衆国における精神障
害者の投票権 志村 武
第８章 成年被後見人と選挙権に関する
まとめ 田山輝明

補論１ 親権および未成年後見制度に関す
る 考 察 ― ― 児 童 虐 待 防 止 の 視 角 か ら
佐柳 忠晴
補論２ 成年後見制度の実務上の課題――
法改正が望まれる点を含めて 松田 京
子

本書は、以上のような内容であるが、いず
れも出版のために執筆したものではなく、グ
ループ研究の成果を文章化したものである。
外国人の論文も同様であるが、若干の論文に
ついては、外国の専門雑誌のご了解をいただ
いて翻訳したものも含まれている。

なお、本書は日本語で書かれているため、
直接的には、外国での反応は見られないが、
シンポジュームの際などに、日本の法制度の
紹介をドイツ語で行っているので、また、グ
ループ研究のメンバーが、ドイツやオースト
リアの研究者と共同で、日本の法の紹介を行
い、さらには法改正の現状を紹介している。

今後は、以上のような成果を踏まえて、具
体的な課題としては、成年後見人の医療同意
権に関する立法提案等に取り組んでいきた
い。更に、制度全体の問題としては、後見人
の法定代理権と障害者権利条約の関連が最
重要課題となる。

特に、成年被後見人の選挙権が認められる
と、後見・保佐・補助の後見３類型のうち、
「後見」の利用がますます多くなる心配もあ
る（現在でも８割を超えている）。このよう
な事態は障害者権利条約との関連でも望ま
しい状態ではない。そこで、この問題に対し
ても「法定代理権」の在り方の問題として研
究を継続する。
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